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民
事
執
行
法
と
は
、
ど
ん
な

法
律
で
す
か
。

民
事
執
行
法
は
、
勝
訴
判
決

な
ど
を
得
た
債
権
者
が
、
そ
の
権
利

の
実
現
を
求
め
る
た
め
の
裁
判
手
続

を
定
め
る
も
の
で
す
。

解
説

　

民
事
訴
訟
は
、
そ
の
権
利
を
確
定
す
る
た

め
の
手
続
き
で
す
が
、
そ
の
確
定
し
た
権
利

を
実
現
す
る
た
め
の
手
続
き
が
民
事
執
行

で
、
民
事
執
行
法
は
そ
の
手
続
き
等
に
つ
い

て
定
め
て
い
ま
す
。
民
事
執
行
手
続
に
関
与

す
る
裁
判
所
の
こ
と
を
特
に
執
行
裁
判
所
と

い
い
、
民
事
執
行
に
よ
り
権
利
の
実
現
を
求

め
る
債
権
者
等
は
、
執
行
裁
判
所
に
対
し

て
、
各
種
の
申
立
て
を
す
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。　

　
　
今
回
の
民
事
執
行
法
の
改
正

は
ど
ん
な
内
容
で
す
か
。

今
回
の
改
正
で
は
、
民
事
執

行
制
度
を
巡
る
最
近
の
情
勢
に
鑑

み
、
次
の
五
つ
の
事
項
の
改
正
が
行

　

令
和
元
年
五
月
一
〇
日
、
民
事
執
行
法
及

び
国
際
的
な
子
の
奪
取
の
民
事
上
の
側
面
に

関
す
る
条
約
の
実
施
に
関
す
る
法
律
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
が
成
立
し
ま
し
た
（
同
月

一
七
日
公
布
）。

　

民
事
執
行
法
の
改
正
に
よ
り
、
第
三
者
か

ら
債
務
者
財
産
に
関
す
る
情
報
を
取
得
す
る

制
度
が
新
設
さ
れ
る
な
ど
、
金
融
機
関
の
実

務
に
も
影
響
が
あ
り
ま
す
。
そ
こ
で
、
本
稿

で
は
、
改
正
内
容
と
Ｊ
Ａ
の
実
務
へ
の
影
響

の
概
要
に
つ
い
て
説
明
を
し
ま
す
。

　

な
お
、
文
中
の
意
見
に
わ
た
る
部
分
は
筆

者
の
個
人
的
な
見
解
で
あ
り
、
所
属
す
る
い

か
な
る
組
織
の
見
解
で
も
な
い
こ
と
を
予
め

お
断
り
い
た
し
ま
す
。

①
民
事
執
行
法
と
改
正
の
ポ
イ
ン
ト

改
正
民
事
執
行
法
と
営
業
店
実
務
Ｑ
＆
Ａ
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Ａ 　
　
　

裁
判
所
か
ら
、
改
正
法
に
基

づ
く
貯
金
債
権
等
に
係
る
情
報
提
供

を
命
ず
る
旨
の
書
面
が
届
き
ま
し
た
。

Ｊ
Ａ
は
ど
の
よ
う
に
対
応
し
た
ら
よ

い
で
し
ょ
う
か
。

　

ま
た
、
貯
金
者
へ
の
連
絡
は
必
要

で
し
ょ
う
か
。

当
該
裁
判
所
か
ら
の
情
報
提

供
命
令
に
応
じ
る
場
合
は
、
裁
判
所

に
対
し
書
面
で
回
答
す
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。
情
報
提
供
命
令
を
受
け
た

こ
と
を
貯
金
者
に
連
絡
す
る
必
要
は

あ
り
ま
せ
ん
。

　
解
説

⑴
　
情
報
提
供
命
令
へ
の
対
応

　

前
提
と
し
て
、
金
融
機
関
は
取
引
先
一
般

に
対
し
て
守
秘
義
務
を
負
っ
て
お
り
、
み
だ

り
に
そ
の
情
報
を
外
部
に
漏
ら
す
こ
と
は
で

き
ま
せ
ん
（
最
判
平
成
一
九
年
一
二
月
一
一

日
金
融
法
務
事
情
一
八
二
八
号
四
六
頁
）。

　

Ｊ
Ａ
が
裁
判
所
に
対
し
て
、
貯
金
債
権
者

（
取
引
先
）
の
情
報
を
開
示
す
る
場
合
は
、

①
改
正
法
二
〇
七
条
一
項
も
し
く
は
二
項
に

基
づ
く
、
債
務
者
の
預
貯
金
債
権
等
に
係
る

　

今
般
、
改
正
さ
れ
た
民
事
執
行
法
は
、
Ｊ

Ａ
の
実
務
へ
も
大
き
な
影
響
が
あ
る
こ
と
が

考
え
ら
れ
ま
す
。
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、
営

業
店
の
実
務
に
お
い
て
、
改
正
民
事
執
行
法

（
以
下
、「
改
正
法
」
と
い
う
）
の
影
響
が
想

定
さ
れ
る
点
に
つ
い
て
、
Ｑ
＆
Ａ
の
形
式
で

解
説
し
て
い
き
ま
す
。

　

ま
た
、
本
稿
中
、
意
見
に
係
る
部
分
は
筆

者
個
人
の
見
解
で
あ
り
、
所
属
組
織
の
見
解

で
は
な
い
こ
と
を
予
め
お
断
り
申
し
上
げ
ま

す
。 ②

営
業
店
で
想
定
さ
れ
る
実
務
対
応

改
正
民
事
執
行
法
と
営
業
店
実
務
Ｑ
＆
Ａ
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２
　「
軽
減
税
率
制
度
」
に

つ
い
て

⑴
　「
飲
食
料
品
の
譲
渡
」
の
基
本

的
な
考
え
方

　

消
費
税
の
「
軽
減
税
率
制
度
」
で

は
、「
飲
食
料
品
の
譲
渡
」
が
軽
減

税
率
の
適
用
対
象
と
な
り
ま
す
。
こ

こ
で
い
う
「
飲
食
料
品
」
と
は
、
人

の
飲
用
ま
た
は
食
用
に
供
さ
れ
る
も

の
を
い
い
、
軽
減
税
率
が
適
用
さ
れ

る
か
否
か
（
飲
食
料
品
の
譲
渡
に
該

当
す
る
か
否
か
）
は
「
売
り
手
」
が

「
販
売
時
点
」
に
お
い
て
判
断
す
る

こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

例
え
ば
、「
氷
」
な
ど
の
よ
う
に
、

「
飲
食
料
品
」
と
し
て
販
売
さ
れ
る

場
合
も
あ
れ
ば
、「
保
冷
用
（
飲
食

料
品
で
は
な
い
）」
と
し
て
販
売
さ

れ
る
場
合
も
あ
る
も
の
に
つ
い
て

は
、
販
売
の
際
、「
売
り
手
」
が

「
何
を
譲
渡
（
販
売
）
す
る
の
か
」

（
飲
食
料
品
と
し
て
販
売
す
る
か
否

か
）
を
考
え
、
適
用
税
率
を
判
定
す

る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、「
直
接
食
べ
る
こ
と
が
で

き
な
い
も
の
は
『
飲
食
料
品
』
に
該

１
　
は
じ
め
に

　

二
〇
一
九
年
一
〇
月
一
日
よ
り
、

消
費
税
率
一
〇
％
へ
の
引
上
げ
に
伴

い
、「
軽
減
税
率
制
度
」
が
実
施
さ

れ
る
予
定
で
す
。
ま
た
、
同
時
に
仕

入
税
額
控
除
の
適
用
を
受
け
る
た
め

に
必
要
な
請
求
書
等
の
保
存
方
式
と

し
て
「
区
分
記
載
請
求
書
等
保
存
方

式
」
が
実
施
さ
れ
、
さ
ら
に
二
〇
二

三
年
一
〇
月
か
ら
は
「
適
格
請
求
書

等
保
存
方
式
」（
い
わ
ゆ
る
「
イ
ン

ボ
イ
ス
制
度
」）
が
導
入
さ
れ
ま
す

（
図
表
1
）。

　

本
稿
に
お
い
て
は
、「
軽
減
税
率

制
度
」
お
よ
び
「
イ
ン
ボ
イ
ス
制

度
」
に
つ
い
て
、
税
務
当
局
の
考
え

方
等
も
踏
ま
え
、
農
業
者
の
実
務
面

へ
の
影
響
や
対
応
等
に
つ
い
て
説
明

し
て
い
き
ま
す
。

　

な
お
、
文
中
の
意
見
、
主
張
等
に

関
す
る
部
分
に
つ
い
て
は
、
筆
者
の

個
人
的
な
見
解
に
基
づ
く
も
の
で
あ

り
、
所
属
し
た
・
所
属
す
る
組
織
の

公
式
な
見
解
等
で
は
な
い
こ
と
を
予

め
お
断
り
し
ま
す
。
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消費税「軽減税率・
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～農業者における実務面での対応～
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※ 所属は執筆時（2019 年 7 月 1 日時点）のもの

2003 年３月東京大学卒業。財務省
主税局・主計局、国税庁などにおい
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